
計画推進の基盤づくり
（単位：千円）

区分 課　名 科　目 事　　項　　名 予　算　額 説　　　　　　　　　　明
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(392) ○ 広域行政の推進等に要する経費

364 
(2,783) ○ 広報体制推進費

2,563 
○ 全戸配布広報紙発行経費 163,894
○ グラフふくおか、点字ふくおか等の発行経費 26,749
○ 新聞紙面による県政広報経費 64,584
○ 県外向けの県政広報経費 16,897

(92,092) ○ テレビ、ラジオによる県政広報経費 80,016
○ 視覚障害者への広報紙録音テープ発行経費 3,197

83,213 
○ 県政モニター制度運営費 1,622
○ 知事のふるさと訪問事業費 789
○ 地域行政相談窓口等運営費 31,612
○ 県民の声データベースシステム運用費 407

(3,073) ○ 情報公開制度の運営等に要する経費

3,025 
(2,166) ○ 個人情報保護制度の運営等に要する経費

2,106 
(120,493) ○ 合併推進特例交付金等

14,101 
(574) ○ 県から市町村への権限移譲などに伴う圏域市町村会議

に要する経費
519 

○ 市町村への権限移譲に伴う交付金
・企画・地域振興部所管 18
・人づくり・県民生活部所管 183
・保健医療介護部所管 29,809

(84,002) ・福祉労働部所管 10,443
・環境部所管 3,357

74,577 ・商工部所管 934
・農林水産部所管 13,229
・県土整備部所管 294
・建築都市部所管 15,280
・教育委員会所管 1,030

(2,918) ○ 政策の企画立案機能の充実及び広域行政に関する調
査研究に要する経費

2,922 
(104,932) ○ 議会広報紙の発行に要する経費 94,395

104,878 

○ 議会ホームページ、会議録検索システム及びインター
ネット映像配信システムの運営に要する経費 10,483

(9,126) ○ 行政改革大綱推進費 7,283
○ 職員提案等実施事業費 1,134

8,417 

(   0) ○ 新たな行政改革大綱の策定に要する経費

3,005 
(67,969) ○ 基本研修　　　　  　1,935人

○ 専門、特別研修　　   996人
75,513 
(2,151) ○ 公益認定等審議会の運営費等

2,063 

(   0) ○ 行政不服審査会の運営に要する経費

927 
(2,165) ○ 公社等外郭団体経営評価委員会の運営に要する経費

2,020 
(10,889) ○ 他県、県内市町との交流派遣　　11人

○ 企業、大学院等への派遣　　　　  22人
10,153 

県 民 情 報
広 報 課

２ １ ３

広報推進費

印刷広報費

２ １ ４

情報公開費

１

市町村合併支援事業費

地方分権改革支援事業費

(271,947)

272,124 

視聴覚広報費

広聴推進費
(34,245)

34,430 

財 政 課 ２ １ １ 地方分権推進費

市 町 村
支 援 課

外 14 課

　
２
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職員研修費

個人情報保護費
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公益法人認定事務費

議会政策立案機能強化費

議会広報費

議会事務局
総 務 課

１ １

１ ２ 県職員派遣研修費

人 事 課

２ １ １

行 政 経 営
企 画 課

２ １ １

行政改革推進費
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○ 高額滞納事案対策強化事業費 2,780
○ 暴力団関与事案対策事業費 1,680

(80,717) ○ 自動車税コンビニ収納委託費 45,498
○ 地方税電子申告システム整備費 25,757

81,197 ○ 滞納特別整理事業費 219
○ 収入確保推進費 858
○ 軽油引取税不正軽油流通調査費 4,405

(58,458) ○ 自動車税のクレジット納付に要する経費 16,103
○ 初期滞納者への納付呼びかけのためのコールセンター

の運用に要する経費 18,261
58,704 ○ 滞納情報の整理に要する経費 24,340

○ 個人住民税捜索推進事業費 940
○ 地区特別対策班に要する経費 16,723
○ 地方税収対策本部に要する経費 5,681
○ 特別徴収制度の実施促進に要する経費 529

(58,060) ○ 県有建築物の更新・統廃合・長寿命化に向けた計画策
定のための実態調査等に要する経費

16,092 
(3,930) ○ 総合計画審議会の運営及び県民意識調査に要する経

費
4,024 

(   0) ○ 福岡県総合計画の次期計画策定に要する経費

5,793 
(1,557) ○ 監査機能の強化に要する経費

1,468 
(17,502) ○ 外部監査契約に基づく包括外部監査実施に要する経費

17,500 

(16,128) ○ インターネット動画配信に要する経費

16,128 
○ システム運用に要する経費（電子申請、電子調達、税務

等） 696,383
[新] サーバ統合基盤の運用に要する経費 66,025

(1,454,354) ○ 庁内情報通信基盤の管理に要する経費 158,479
○ 情報システム運用業務のアウトソーシング等に要する経

費 335,489
1,332,771 ○ 番号制度導入に係る宛名システムの構築等に要する経

費 52,559
[新] 庁内ネットワークの分離による情報セキュリティ対策強化

に要する経費 23,836
(151,499) ○ 警察本部における情報通信基盤の整備に要する経費

152,393 

電子県庁運営費

警 察 本 部 ９ １ ２
警察コミュニケーション
システム整備費

情報政策課 ２ ２ ６

インターネット広報費
県 民 情 報
広 報 課

２ １ ３

(24,848)

23,873 

財産活用課 ２ １ １
公共施設等総合管理計画
策定費

県税収入確保対策費

早期納税確保対策費

税 務 課

市 町 村
支 援 課

２ ３ ２ 個人住民税対策強化費

税 務 課 ２ ３ ２
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総合計画推進費

[新] 次期計画策定費

監 査 委 員
事 務 局
総 務 課

２ ９ ２

監査体制強化対策費

外部監査費

総合政策課 ２ ２ ２
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